
第１回 小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会 次第 

 

日時：令和３年（2021 年）６月 24 日（木）午前９時から 

場所：小田原市役所３階 議会全員協議会室  

 

Ⅰ 副市長あいさつ 

 

Ⅱ 議題 

１ 委員会の運営について 

 (1)委員長及び副委員長の選出について【協議（採決）】…………………………… 資料 1 

(2)会議の公開について ………………………………………………………………… 資料 2 
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 ２ おだわら高齢者福祉介護計画について 

(1)令和２年度の実績及び令和３年度の取組について ……………………………… 資料 4 

  

３ 地域包括支援センターの運営について 
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(2)地域包括支援センター運営事業令和２年度（2020 年度）運営評価、 

及び令和３年度（2021 年度）活動計画について  …………… 資料 6、別冊 6-1～6-2 

 

  ４ 事業所等指定について 

   (1)介護保険事業所の新規指定等について………………………………………………資料 7 

 

Ⅲ その他 
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小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）第

２条の規定に基づき設置された小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会（以下

「委員会」という。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、おだわら高齢者福祉介護計画並びに高齢者福祉施策及び介護保険事

業の総合的かつ計画的な推進に関する事項につき、市長の諮問に応じて調査審議し、

その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を具申するものとする。 

 （委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱する。 

 (1) 医師 

 (2) 歯科医師 

(3) 薬剤師 

(4) 理学療法士 

(5) 介護支援専門員 

(6) 介護老人福祉施設の管理者 

(7) 介護老人保健施設の管理者 

(8) 地域密着型サービス事業所の管理者 

(9) 社会福祉士 

(10) 民生委員  

(11) 社会福祉法人小田原市社会福祉協議会の役員 

(12) 住民組織の役員 

(13) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９条第１号に規定する第１号被保険

者 

(14) 介護保険法第９条第２号に規定する第２号被保険者 

(15) 公募市民 

(16) 学識経験者 

(17) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

資料１ 
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２ 委員の任期は、委嘱の日の属する年度の翌々年度の末日までとする。ただし、委員

が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

４ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 

 （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

 （関係者の出席） 

第６条 委員会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者

の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはな

らない。その職を退いた後も、また同様とする。 

 （庶務） 

第８条 委員会の事務は、福祉健康部高齢介護課において処理する。 

 （委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。 

附 則 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行後最初に委嘱される委員の任期は、第３条第２項本文の規定にかか

わらず、委嘱の日の属する年度の翌年度の末日までとする。 



   

 

 小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会の会議の公開に関する要領 

 

（趣旨） 

第１条  この要領は、小田原高齢者福祉・介護保険事業推進委員会（以下「委員会」という。）

の会議の公開に関し必要な事項を定めるものとする。 

（会議の公開） 

第２条  委員会は、公開とする。 

（傍聴の手続） 

第３条  委員会の会議を傍聴しようとする者は、自己の住所、氏名等を傍聴受付簿に記入し、

係員の指示に従って傍聴席に入らなければならない。 

（傍聴の禁止） 

第４条  次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴することができない。 

 (1) 凶器その他危険の恐れのある物品を携帯している者 

 (2) 酒気を帯びていると認められる者 

 (3) その他会議の進行を妨げる恐れがあると委員長が認める者 

（禁止行為） 

第５条  傍聴する者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) 傍聴席以外の場所に立ち入ること。 

 (2) 私語、談笑その他騒がしい行為をすること。 

 (3) 会議の言論に対して拍手その他の方法により賛否を表明すること。 

 (4) 飲洒又は喫煙をすること。 

 (5) 写真、ビデオ等の撮影又は録音をすること。 

 (6) その他会議の妨害となるような行為をすること。 

（退場） 

第６条  委員長は、傍聴する者がこの要領に違反する時は、これを制止し、その命令に従わ

ないときは、これを退場させることができる。 

（委任） 

第７条  この要領に定めるもののほか、会議の傍聴に関し、必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

   附 則 

１ この要領は、令和元年６月 27日から施行する。 

資料２ 

 



 

 

 

審議事項とスケジュールについて 
 

１ 審議事項 

（１）おだわら高齢者福祉介護計画の策定、推進等に関すること 

（２）地域包括支援センターの設置、運営等に関すること 

（３）指定地域密着型（介護予防）サービスの指定等に関すること 

（４）その他市長が必要と認める事項 

 

２ スケジュール 

時期 審議内容 計画に係る国県市の動き 

令
和
３
年
度 

６月 第１回 

 

委嘱 

〇計画（前年度結果と当年度取組） 

●包括（前年度活動実績と運営評価、

当年度活動計画） 

◎事業所指定 

県： 

・計画進捗、介護サービス見

込量等のヒアリング 

 

11 月 第２回 

 

●包括（取組状況） 

◎事業所指定 

２月 第３回 

 

●包括（取組状況、来年度事業計画） 

◎事業所指定 

令
和
４
年
度 

６月 第４回 

 

〇計画（前年度結果と当年度取組） 

●包括（前年度活動実績と運営評価、

当年度活動計画） 

◎事業所指定 

国： 

・第９期計画策定に向けた調

査ツールの提示 

県： 

・計画進捗、介護サービス見

込量等のヒアリング 

市： 

・高齢者実態調査の実施 

11 月 第５回 

 

●包括（取組状況） 

◎事業所指定 

２月 第６回 

 

●包括（取組状況、来年度事業計画） 

◎事業所指定 

令
和
５
年
度 

６月 第７回 〇計画（前年度結果と当年度取組、第

９期計画策定検討） 

●包括（前年度活動実績と運営評価、

当年度活動計画） 

◎事業所指定 

国： 

・第９期計画の基本方針の提

示 

県： 

・計画進捗、介護サービス見

込量等のヒアリング 

市： 

・第８期の取組の振り返り・

第９期の方針の検討 

・介護サービス見込量算定 

・議会報告 

・介護保険料設定 

・介護保険法条例一部改正 

７月 第８回 〇計画（第９期計画策定検討） 

８月 第９回 〇計画（第９期計画策定検討） 

11 月 第10回 〇計画（第９期計画策定検討） 

●包括（取組状況） 

◎事業所指定 

２月 第11回 〇計画（第９期計画策定検討※最終） 

●包括（取組状況、来年度事業計画） 

◎事業所指定 

３月  

※「第９期計画書（案）」を答申 

市： 

・第９期計画策定 

  

資料３ 



ＰＤＣＡサイクル 

おだわら高齢者福祉介護計画 

令和２年度の実績及び令和３年度の取組について 

 

 第８期計画では、重点指針「自分らしい高齢期の実現」を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルによ

り事業を着実に実施し、継続的に評価・検証し、改善を図るものとしています。 

 

１ 各種事業（Ｐ１～Ｐ６） 

令和２年度の見込（目標）と実績の差の確認、振り返りを行い、自己評価を踏まえて、令

和３年度の取組を検討しました。 

基本方針 1(1)(2)・・・・生きがいづくりに関する事業等 

基本方針 2(1)(2)(4) ・・介護予防や保健に関する事業等 

基本方針 3(2)(3)・・・・介護事業所支援に関する事業等  

基本方針 4(1）～(7) ・・地域における相談支援体制に関する事業等 

 

【指標】              【考察】               【評価】凡例 

具体的事業の見込と実績の比較  実施結果の振り返りと課題考察  

A： 継続実施 

B: 見直し・改善が必要 

C: 廃止・休止を検討 

 

２ 介護（介護予防）サービス量等（Ｐ７～Ｐ９） 

令和２年度の見込値と実績値の差異の把握とその要因の考察を行いました。 

基本方針 2(3)・・・・・介護予防・日常生活支援サービス事業 

基本方針 3(1)・・・・・介護（介護）サービス給付、施設整備等 

 

【指標】               【考察】                【評価】凡例 

サービス見込量と実績値の比較  見込と実績の差異の要因を考察 
 

Ａ： おおむね妥当 

Ｂ： 今後の経過に注意 

Ｃ： 課題として検討 

  

資料４

４ 



 １　各種事業

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

280 310 175

243 282 181

4,000 4,400 1,300

3,892 3,837 426

240 240 240

275 337 238

90 100 440

174 340 474

35 40 170

90 130 124

4 シルバー人材センター運営補助事業 - - - -
補助金を適切に執行し、活動・会員募集等に適宜協力。会
員数は、増加傾向。

A:継続
補助金を適切に執行。感染予防に配慮した活動・会員募集
等に協力継続

40,000 40,000 45,000

44,140 44,961 決算集計中

6 老人クラブ活動補助事業 - - - -
補助金を適切に執行し、活動・会員募集等に適宜協力。た
だし、感染予防のため、事業はほぼ中止。

A:継続
補助金を適切に執行。感染予防に配慮した活動・会員募集
等に協力継続。

7 老人クラブ加入促進活動への支援 - - - -
市老連に随時協力。高齢化に伴う役員のなり手不足や感染
予防のための活動減等により単位クラブ数・会員数減少。

A:継続
市老連の会員募集に協力継続。クラブ解散後の居場所につ
いて地域活動や介護予防活動とのつながりを検討。

1 高齢者外出関連情報の提供 - - - - 情報冊子を作成・配架。自立支援の啓発文を掲載周知 A:継続 情報冊子を作成・配架。感染症予防対策を掲載周知

2 福寿カード交付事業 - - - -
優待利用延べ人数減少。緊急事態宣言による市施設の休館
や外出自粛など感染症による影響と推測される。

B:見直し・改善
年齢要件やサービスのあり方について、行革の方針（受益と
負担の関係）や減免規定の整備等の検討を進める。

5,400 5,600 3,400

3,964 3,625 3,097

4 敬老行事・長寿祝事業 - - - -
感染予防のため全地区で敬老集会は中止。訪問等により祝
品等を贈呈。外出自粛下における見守りの一環となる。

A:継続
前年同様、感染予防のため敬老集会は中止し、訪問等によ
る祝品贈呈で実施

5 生きがいふれあいフェスティバル開催事業 - - - - 感染症の影響により開催中止 A:継続 感染症の影響を見ながら、開催の可否を検討

6 高齢者施設管理運営事業 - - - -
感染症の影響により一時休館。老朽化に伴い施設・設備の
故障等が多く、都度、維持修繕を行った。

A:継続 利用者が快適に利用できるよう維持管理を継続。

基本方針1　高齢者がいきいきと活動できる環境づくりの促進

第８期計画上の事業名
項目
（単位）

令和２年度の振り返り 評価 令和３年度の取組

施
策
２

施
策
１

事業登録者数（人）

1 アクティブシニア応援ポイント事業

シニアバンク事業

活動登録件数（件）

参加延べ人数（人）

2 セカンドライフ応援セミナー事業 セミナー参加者数（人）

感染予防のため、新規登録者セミナー等を中止。緊急事態
宣言中はボランティア活動も中止とした（特に高齢者施設等
は年間を通じて受け入れ困難な事態）ため、参加実績は前
年度から大幅に減少。商品交換や登録手続きを郵便対応可
とし、更新登録者数を維持。

B:見直し・改善

コロナ禍において可能な活動方法を検討。感染症の状況に
応じて新規募集を行い、登録者数・参加者数の増加を目指
す。自立後の居場所として活用促進。

シニア登録件数（件）

3

新型コロナウイルス感染症を考慮し、講義を撮影したDVDを
配布する形式でセミナーを開催することで、参加者の確保に
つなげた。

A:継続
オンラインセミナーを開催するなど、感染予防に配慮した開
催に努め参加者数の増加を図っていく。

定年前の人や無関心層の高年齢者を対象にDVDを配布す
る形式で普及啓発セミナーを開催するほか、高齢者雇用に
関する意向調査や意識啓発などを行う企業訪問を電話で行
うなど、新型コロナウイルス感染症に配慮しながら取り組み、
シニアバンク登録の増加につなげた。

A:継続

オンラインセミナーにより普及啓発を図るほか、電話にて企業
訪問を行うなど、感染予防に努めながら、シニアバンク登録
につなげていく。

A:継続 請負業務・派遣業務の受注状況を、随時確認。

3
高齢者はり･きゅう･マッサージ等施術費助成
事業

利用延べ人数（人）
利用延べ人数減少。感染症の影響による外出自粛があるも
のと推測。対象年齢の段階的な引き上げ（１歳ずつ上げてい
き令和5年度までに75歳以上とする）について周知継続。

A:継続

施術費の助成を適切に執行。引き続き、対象年齢の引き上
げを実施。各年度の対象年齢について誤った認識である事
業所に対し、再度周知。

シルバー人材センターの活用5 市委託金額（千円）
定例的な業務に加え、感染症の影響により消毒液配布・特
別定額給付金対応の単発業務発生。



１　各種事業

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

1 介護予防把握事業 - - - -

対象者4,275人に調査票を送付し、回答数2,551人（回収率
59.7％）であった。調査結果報告書の作成、回答者にアン
ケート結果に応じた介護予防へのアドバイス票を送付。

A:継続

今年度中に70歳となる2,666人、及び令和２年度未回答者で
71歳から74歳になる1,498人の計4,164人に対し、4月下旬に
調査票を送付した。

36,200 36,400 17,535

40,395 35,385 12,190

300 325 26

234 250 0

1,411 1,526 828

1,130 915 1,025

5,900 6,200 2,166

5,925 4,330 915

100 100 0

179 130 0

4,900 5,000 4,000

4,989 5,287 2,890

2,600 2,700 600

2,486 2,339 379

600 600 120

813 445 60

3 3 2

2 2 0

11 地域リハビリテーション活動支援事業 - - - -
感染症の影響によりリハビリ訪問は中止したが、市ホーム
ページで「リハビリ講座」をの配信回数を増やし実施。

B:見直し・改善

感染症の拡大防止に伴う高齢者の生活状況の変化を踏ま
え、市ホームページで掲載している内容を冊子化し、広く市
民への普及啓発として情報発信していく。

12 介護予防事業評価事業 - - - -

- - 34

26.7 28.1 9月集計

- - 77

74.4 75.6 77.2

- - 29

29.2 28.3 9月集計

- - 26

16.8 14.0 9.3

- - 8

14.1 13.2 9月集計

令和３年度の取組

基本方針２　高齢者の介護予防と健康づくりの推進

施
策
１

　　　（令和４年度実施）

感染症の影響により、特定健診の開始時期が1か月延期に
なったため、それに伴い特定保健指導の開始も例年より概ね
1か月程度遅れた。一方で、初回面談でオンラインを選択し
た利用者数は、例年より増加している。

A:継続

特定保健指導の全体的な流れは例年通りの方法とする。引
き続き、初回面談については、感染対策を行いながら対面面
談も継続して実施する。オンライン面談の活用についても参
加者へ利用を促していく。

第８期計画上の事業名
項目
（単位）

施
策
２

参加延べ人数（人）

参加延べ人数（人）

参加延べ人数（人）

8 いきいき健康事業

9 地域介護予防活動支援事業

5 介護予防普及啓発事業

7 高齢者体操教室開催事業

評価

参加延べ人数（人）

参加延べ人数（人）

参加延べ人数（人）

助成対象数（件）

感染症の影響により事業中止期間が生じた。人数・回数を見
直して実施したことで、参加者が前年度から大幅に減少。フ
レイル予防のため、中止期間中は、自宅でのトレーニング継
続をフォローアップ。

年３回講義のうち、感染症対策のため３師会からの講師派遣
（２回）ができず、市職員による防災関連の講義を１回のみ実
施

2
高齢者筋力向上トレーニング事業（基幹型・
地域型）

3 高齢者栄養改善事業

4 認知症予防事業

6
生きがいふれあいフェスティバル開催事業
（介護予防事業）

B:見直し・改善

B:見直し・改善

参加延べ人数（人）

参加延べ人数（人）

令和２年度の振り返り

参加人数見直し等、コロナ禍における事業手法を検討し、実
施。地域の通いの場の活用や自主グループ化を引き続き検
討。地域型は活動状況の把握に努める。

感染予防のため調理実習・講義共に中止。 B:見直し・改善
調理・会食を控える時期であるため、事業手法を検討し、実
施。コロナ禍で増加した「内食・中食」に着目し指導。

感染症の影響により事業中止期間が生じた。人数・回数を見
直して実施したことで、参加者が前年度から大幅に減少。フ
レイル予防のため、中止期間中は、電話指導でフォローアッ
プ。

B:見直し・改善

申請がなかったため未実施 A:継続
通いの場立ち上げに活用できる事業として、周知を図るととも
に、新たな自主活動のニーズについて把握に努める。

感染症の影響により、受診期間を1か月短縮して実施。（例年
6月から実施のところ、7月より実施）受診期間が短縮された
影響か、前年度同時期と比較すると受診率は減少傾向がみ
られる。

A:継続 受診控えがない様、受診勧奨のための普及啓発をしていく。

感染症の影響により、受診期間を1か月短縮して実施。（例年
6月から実施のところ、7月より実施）受診期間が短縮された
影響か、前年度同時期と比較すると、受診率は減少傾向が
みられる。特定健診集団検診は2回開催予定のところ、1回と
なった。未受診者勧奨通知は3回実施した。

A:継続

6月1日より健診受診を開始とした。コロナ禍であっても受診
控えがないよう、普及啓発や、未受診者勧奨通知を実施する
予定。特定健診集団健診も2回実施する予定で計画してい
る。

参加人数見直し等、コロナ禍における事業手法を検討し、実
施

感染症の影響により事業中止期間が生じ、人数・回数を見直
して実施したことで、参加者が前年度から大幅に減少。フレ
イル予防のためパンフレット・運動の動画を作成し、高齢者
及び関係者に配付・周知し活用促進

B:見直し・改善
参加人数見直し等、コロナ禍における事業手法を検討し、実
施

感染症の影響により開催中止。 B:見直し・改善

感染症の影響により事業中止期間が生じた。人数・回数を見
直して実施したことで、参加者が前年度から大幅に減少。

B:見直し・改善
参加人数見直し等、コロナ禍における事業手法を検討し、実
施

感染症の影響を見ながら、単発実施などの実施方法を検討

感染症の影響により事業中止期間が生じ、人数・回数を見直
して実施したことで、参加者が前年度から大幅に減少。

B:見直し・改善

参加人数見直し等、コロナ禍における事業手法を検討し、実
施。地域の通いの場の活用や自主グループ化を引き続き検
討

３師会からの講師派遣は困難と思われるため、参加人数見
直し等、事業手法を検討し、実施

10 ふれあい担い手発掘事業

3 特定保健指導

うち65歳以上の受診率（％）

終了率（％）

受診率（％）

1 特定健診（特定健康診査）

うち65歳以上の受診率（％）

2 長寿健診（長寿高齢者健康診査） 受診率（％）



１　各種事業

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

- - 150

294 239 54

- - 3,000

4,035 3,512 1,324

- - 655

664 645 511

- - 1,387

1,755 1,261 316

- - 20

132 13 8

- - 3

1 0 1

- - 102

89 102 令和3年度集計

- - 0

196 180 1

- - 0

4,254 3,391 36

- - 12

30 40 14

- - 0

92 209 0

13 13 20

245 243 105

13 13 12

7 10 11

3 生活支援事業主体の育成・支援 - - - - 担い手の育成に向けた従事者研修を実施した。 A:継続
担い手の育成及びその後の活動支援を充実させる体制づく
りに努める。

4
地域の介護予防・生活支援サービスの情報
提供

- - - -

市及び関係機関（市社協・地域包括支援センター、ケアマネ
ジャーなど）により高齢者の医療と介護に関する情報や生活
支援に関する情報を収集しているが、情報の一元化ができ
ておらず、共有が不十分であることを踏まえ、データの一元
管理による効率的な情報収集・共有を行うことで、住民サー
ビスの向上につなげることができるよう検討した。また、関係
者の報告の簡略化と成果の可視化をするためのツールの構
築について検討した。

B:見直し・改善
高齢介護課以外の第２層コーディネーターにも意見聴取す
る。

施
策
４

2 生活支援コーディネーターの配置

8 健康おだわら普及員事業

通常の健康教育は縮小したが、新型コロナ感染症に伴う、健
康2次被害の予防教育について、地区に出向いて行い、地
区活動を再開する一助を担った。

A:継続

令和3年度も昨年度同様に、健康2次被害の予防教育を実
施していくほか、脳血管疾患予防に関する運動や食事の健
康教育についても実施していく。

感染症の影響により、いくつかの事業で中止期間が生じた。
地域に出向く相談や未病コーナーでの相談は、年度途中よ
り実施方法や内容を見直して再開。

新型コロナ感染症予防のため、講演会等が中止となった。 A:継続
令和3年度も講演会等の実施は難しいが、地区組織活動を
通して、運動と食事に関して予防活動を行っていく。

コーディネーター配置数（人）

1 生活支援協議体の設置 協議体会議開催数（回）

4

施
策
２

第８期計画上の事業名
項目
（単位）

地区活動実績（回）

65歳以上の参加者数（人）

9 食育実践活動事業

地域での活動実績（回）

65歳以上の参加者数（人）

成人・老人訪問指導

訪問実績（人）

うち65歳以上の人数（人）

7 脳血管疾患予防プロジェクト事業
脳血管疾患死亡率（人口10
万対％）
H30年分（R2度公表）

健康教育

実施回数（回）

65歳以上の参加者数（人）

5 健康相談

実施回数（回）

11名体制と１名増員となった。 B:見直し・改善 第２層コーディネーターと連携を図るように努める。

平成30年度は特定健診未受診者の受診勧奨を訪問で実施
した地区があったため、実績数も多かった。年間実績は少な
いが、多様な問題を抱えるかたへの対応が多くなったきてい
た。

A:継続

社協に第２層コーディネーターを委託したことで実績が大きく
伸びていたが、令和２年度は感染症の影響により減少した。

A:継続 感染症の影響を見ながら、地域関係者と会議開催を検討。

感染症の影響により、調理実習や対面による食育教室や栄
養教室は中止し、保育園への食育だよりの配布のみ行った。

B:見直し・改善
調理自習については当面実施を見合わせ、今年度は写真
付きのレシピ集を作成し、対象施設に配布する。

令和２年度の振り返り 評価 令和３年度の取組

令和2年度中に見直し・改善した事業は継続して実施。その
他、実施方法や内容の見直し等、コロナ禍における事業手
法を検討し実施。

今年度も、各関係機関と連携をしながら、多様な問題を抱え
る方が、狭間でもれないよう対応していく。

感染症の影響により活動中止。
（ただし、大窪地区のみウォーキングを1回実施したので、そ
れを計上する。）

A:継続

感染症予防を行いながら、各地区において実施できる範囲
で、脳血管疾患予防に関する、運動や食事についての普及
啓発活動を展開していく予定。また、普及員だよりを作成し、
回覧で地区住民に正しい知識の普及を図る。

65歳以上の参加者数（人）

6

B:見直し・改善



２　介護（介護予防）サービス量等

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

467 440 471

427 451 437

25 56 10

9 10 12

15 35 2

0 1 2

7 7 2

0 1 2

24 26 1

0 0 0

4,550 4,914 91

0 0 0

873 840 1,091

1,002 1,055 948

48 88 75

54 73 69

42 80 20

8 20 5

160 160 50

139 128 33

969 1,015 973

995 948 846
利用件数（件／月）

配食数（食）

基本方針２　高齢者の介護予防と健康づくりの推進

施
策
３

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。 A:妥当
基準緩和通所型サービス利
用人数（人／月）

第８期計画上の事業名
項目
（単位）

令和２年度の見込量と実績値の差異の要因等 評価

国基準訪問型サービス利用
人数（人／月）

基準緩和訪問型サービス利
用人数（人／月）

住民主体訪問型サービス利
用人数（人／月）

国基準通所型サービス利用
人数（人／月）

住民主体通所型サービス利
用人数（人／月）

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、同程度で推移している。

昨年度より１件増加した。また対象とはならなかったが、相談も１件あった。感染症の影響より訪問ができないとき
は、電話指導を行った。
少しずつ本事業を活用するケースが増えてきたのは、自立支援ケア会議で対象の見込みを検討することで、
ケースの対象イメージかつくようになったためと考えられる。今後は、結果を包括等に報告することで実績を増加
させていきたいと考えている。また、中止にならずに継続できるよう電話指導等継続できる方法を検討していく必
要がある。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

4 介護予防ケアマネジメントの実施

新型コロナウイルス感染症拡大のため、サービス提供事業者（団体）が活動を休止したり、利用が控えられたこと
から、実績が見込値を下回った。

感染症の影響により１回の定員を20名から10名へ制限した。また、緊急事態宣言の発令により、公共施設の使用
ができなかったため、事業を中止せざるを得ない状況となり減少した。教室が中止になることで高齢者のフレイル
が懸念されたため、通信教育形式（訪問、電話、テキスト送付）で実施した。今後も感染症の状況をみて事業が
継続できる検討をする必要がある。
課題としては、包括が担当する時期が毎年決まっているため、時期によっては対象者を決めにくいという意見が
あった。また、本事業を必要とする対象者が適切なタイミングで利用できないという課題もあるため、今後検討が
必要である。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

B:経過注意

B:経過注意

A:妥当

B:経過注意

C:課題検討

A:妥当

食の自立支援事業の利用者はすべて、任意事業の利用であったため、実績がない状況である。
サービスを必要とする高齢者を適切にサービスにつなげられるように、今後も地域包括支援センター等と連携を
図りながら進めていく。

3 通所型サービス事業

短期集中通所型サービス利
用人数（人／年）

1 訪問型サービス事業

短期集中訪問型サービス利
用人数（人／年）

2
食の自立支援事業（介護予防・日常生活支
援サービス事業）

配食実人数（人）



２　介護（介護予防）サービス量等

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

8,400 8,500 5,200
8,073 7,750 5,574
226,561 236,023 238,649
211,712 224,397 242,252
9,133 9,202 8,321
8,801 8,574 8,457
56 56 15
34 4 2

55,633 61,504 62,738
53,532 59,263 65,246
4,953 5,363 5,294
3,386 4,351 5,389
3,830 3,899 5,566
3,868 5,350 6,202
811 811 778
583 728 743

20,912 21,915 36,874
27,390 32,909 38,082
882 929 1,891
1,450 1,819 1,951
181,608 188,389 179,165
164,069 179,330 185,405
42,839 41,980 38,170
39,437 44,058 38,305
117 117 112
118 122 118

57,936 60,096 49,529
59,270 55,717 51,308
1,138 1,208 934
1,002 1,327 653
3,793 3,793 3,229
3,576 3,439 2,979

48 48 48

3 67 0

633 655 690
641 666 715
103 113 102
101 98 85
2,585 2,688 2,883
2,671 2,819 2,957
573 602 815
681 772 812
576 612 622
459 607 612

施
策
１

基本方針３　保険給付事業の円滑な運営

5

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

B:経過注意

A:妥当

第８期計画上の事業名
項目
（単位）

令和２年度の見込量と実績値の差異の要因等 評価

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

サービスの性質上、需要も供給も少ないが、過去の実績から一定程度の利用を見込んだものの、実績値は見込
量を下回った。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

要支援・要介護認定事業

訪問介護

訪問入浴介護

介護予防訪問入浴介護

訪問看護

1

2

3

4

介護予防訪問看護

訪問リハビリテーション

介護予防訪問リハビリテーション

11

12

13

6

9

10

居宅療養管理指導

7

8

14

15

21

22

17

16

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。 A:妥当

A:妥当

B:経過注意

介護予防居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

介護予防通所リハビリテーション

短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護
過去の実績から一定程度の利用者数を見込んだものの、利用実績が多い利用者が特定施設入居者生活介護
等の別のサービスに移行したことから、実績値は見込量を下回った。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

A:妥当

A:妥当

介護予防特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

介護予防福祉用具貸与

特定福祉用具販売

短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

20

19

18

A:妥当

A:妥当

B:経過注意

A:妥当

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

サービスの性質上、医療的ケアの必要な要支援認定者はもともと少ないが、過去の実績から一定程度の利用を
見込んだものの、利用実績のある利用者の認定区分が要支援から要介護へ移行したこと、新規の利用者がいな
かったことから、利用実績がなかった。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

A:妥当

A:妥当

A:妥当

利用日数（日／年）

利用日数（日／年）

利用人数（人／月）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

支給人数（人／年）

利用人数（人／月）

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

A:妥当

A:妥当

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

利用回数（回／年）

要介護認定審査判定件数
（件）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用日数（日／年）

利用日数（日／年）



２　介護（介護予防）サービス量等

H30（2018） R1(2019) R2(2020）
見込 見込 見込
実績 実績 実績
228 240 230
176 219 220
492 516 484
423 463 460
264 264 289
252 278 237
4,086 4,255 4,154
3,970 4,100 4,296
713 747 1,034
810 914 988
56 59 42
41 41 41
40 40 46
42 44 50

4,586 4,860 4,526

5,441 5,039 3,713

102 102 10

37 26 0

294 304 291
279 284 294
1 1 1
1 0 2
127 138 145
118 121 123

19 19 17

14 15.0 11
20 24 25
13 21 27
4 4 3

2 2 1
- - -
- - -

134,352 139,439 131,709
129,492 124,523 118,535
754 780 726
703 698 733
606 611 594
565 568 543
17 14 4
9 5 3
5 10 37
2 33 43
0 100 100
0 0 100
0 18 18
0 0 18
0 2 2
0 0 1

施
策
１

47 介護保険事業者の指定 - - - - 地域密着型サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護予防・日常生活支援総合事業所の指定を行った。

41

42

43

37

38

39

40

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

34

26

27

28

29

30

23

24

25

36

31

32

33
サービスの性質上、要支援認定者の中に対象者が少ないが、令和２年３月、新たに18床が整備されたこともあ
り、実績値は見込量を上回った。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

サービスの性質上、要支援認定者の利用は少なく、実績値は見込量を下回ったが、令和３年３月、第１圏域に新
たに１か所整備されたため、今後、見込量及び実績値の増加が見込まれる。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

35

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

住宅改修

介護予防住宅改修

居宅介護支援

介護予防支援

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

施設整備計画なし

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

サービスの性質上、要支援認定者の中に対象者がもともと少ないが、過去の実績から一定程度の利用を見込ん
だものの、利用実績のある利用者の認定区分が要支援から要介護へ移行したこと、新規の利用者がいなかった
ことから、利用実績がなかった。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

市内に施設がないが、他市町村の施設利用を一定程度見込んだものの、サービスの性質上、他市町村の施設
利用は特例であるため利用者は増加せず、実績値は見込量を下回った。

A:妥当

A:妥当

B:経過注意

A:妥当

B:経過注意

A:妥当

B:経過注意

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

A:妥当

特定介護予防福祉用具販売

第８期計画上の事業名

介護保険施設等整備事業
（第７期計画期間　新規整備）

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

小規模多機能型居宅介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

令和元年度に２箇所の整備を計画した。第１圏域においては、整備事業者が選定され、令和３年３月に１箇所開
設された。第６圏域又は第７圏域においては、整備事業者の公募を行ったものの、応募者はなかった。

A:妥当

A:妥当

B:経過注意

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

平成30年度から令和元年度までの継続事業であったが、設計変更の必要が生じたため、令和２年度まで延伸。
令和３年２月１日に開設された。

令和元年度に18床の整備を計画した。第７圏域において整備事業者が選定され、令和２年３月１日に開設され
た。

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。

介護老人福祉施設（床）

認知症高齢者グループホー
ム（床）

小規模多機能型居宅介護
（箇所）

A:妥当

B:経過注意

A:妥当

既に多くの施設が医療保険適用の病床等に転換していることから、サービス利用の減少を見込んだものの、実
績値は見込量を更に下回った。

44

45

46

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用回数（回／年）

支給件数（件／年）

支給件数（件／年）

利用人数（人／月）

項目
（単位）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用回数（回／年）

利用人数（人／月）

利用回数（回／年）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

利用人数（人／月）

A:妥当支給人数（人／年）

令和２年度の見込量と実績値の差異の要因等 評価

見込量と実績値は、おおむね同程度で推移している。



１　各種事業

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

90 95 90

88 87 2

275 285 210

244 173 0

3 介護人材確保支援事業 - - - -

市立小中学校の児童・生徒を対象とし、介護の魅力に係る普
及啓発を行うための出前講座が、コロナ禍の影響により中止
となったため、当該講座を動画収録したDVDを作成し小中学
校に配布した。

A:継続

市立小中学校の児童・生徒を対象とした出前講座や介護施
設及び介護事業所の職員を対象とした出前研修を開催する
ほか、介護人材の確保、離職防止・定着支援等に係る取組
を検討する。

114 114 108

106 108 108

450 450 150

214 322 110

1,114 1,114 609

1,055 936 0

58 58 54

56 54 53

6 介護給付適正化事業 - - - -

給付費通知の発送、ケアプランの点検等、これまでの事業に
加え、国民健康保険団体連合会から提供されるデータの活
用により給付の適正化を図った。

A:継続 引き続き、給付の適正化を図っていく。

66 69 68

74 63 61

311,463 326,337 357,916

298,585 346,817 385,812

42,770 44,812 48,978

40,986 47,459 50,192

342,097 358,434 351,001

331,175 340,117 351,281

8 9 10

8 9 13

3 介護サービス情報公表事業 - - - -
事業所情報について、月に１度情報を更新し、ホームページ
での公開及び窓口での情報提供を行った。

A:継続 引き続き、窓口やホームページで情報を公開する。

令和２年度の振り返り 評価 令和３年度の取組

基本方針３　保険給付事業の円滑な運営

1
感染拡大防止のため実地指導は中止とした（迅速な判断が
必要と判断した案件のみ特例的に実施）。

実地指導の実施箇所数（箇
所）

施
策
２

施
策
３

第８期計画上の事業名
項目
（単位）

研修会参加者数（人）

事業所訪問延べ回数（回）

1

2

介護保険事業者指導・監査事業

介護保険事業者支援事業

ケアマネジメント技術向上支援事業

介護サービス相談員派遣事業

居宅介護支援事業者等補助事業

高額介護サービス費等の給付

社会福祉法人等利用者負担軽減事業

2

4

5

7

利用者負担軽減によるサービ
ス利用者数（人）

事業者連絡会議参加者数
（人）

ケアプラン点検数（件）

事業者連絡会議については、介護サービスの質の確保・向
上を図るため、市内全ての介護保険事業所を対象として、介
護保険制度の内容やサービス提供時の留意事項等につい
て、情報提供等を行ってきたが、感染拡大防止のため書面
会議（資料配付）とした。

ケアプラン点検については、感染拡大防止のため、面談形
式での点検を、一時的に書面点検にするなど工夫して実施
を継続した。

感染症状況を踏まえ、介護相談員及び受入事業所に意向を
確認の上、派遣を中止とした。

実績が見込量を下回ったが、助成件数に大きな変動はな
い。

実績が見込量を上回ったが、見込量とおおむね同程度で推
移している。

実績が見込量を上回り、利用者数も増となった。

派遣事業所数（箇所）

助成件数（件）

高額介護サービス費（千円）

高額医療合算介護サービス
費（千円）

特定入所者介護サービス費
等給付費（千円）

A:継続

A:継続

感染症の状況をみながら、県と連携し、実施可能な方法・時
期を判断していく（迅速な対応が必要と判断した案件につい
ては適宜対応）。

感染症の状況をみながら、事業者連絡会議の開催方法等に
ついて検討し、対応する。

ケアプラン点検は、書面形式でも助言状況がわかりやすくな
るよう点数制を導入した。今後もケアマネジャーの声を踏まえ
て随時改善していく。
研修会は、ＺＯＯＭや動画を活用し、実施する。

感染症の状況をみながら、介護相談員及び受入事業所の意
向を確認し、事業実施を検討する。

適切な助成が行われるよう、引き続き申請内容を確認してい
く。

適切な助成が行われるよう、高額介護サービス費及び高額
医療合算介護サービス費については、引き続き対象者に申
請勧奨を行い、特定入所者介護サービス等費については、
金銭的に困難な利用者に対し、窓口等で制度の案内を行
う。
また、高額介護サービス費及び特定入所者介護サービス等
費については、令和３年8月から制度改正となることから、利
用者や介護サービス事業者等に対して漏れのないよう周知
を行う。

引き続き、経済的に困難な利用者に対し、窓口等で制度の
案内を行う。

A:継続

A:継続

B:見直し・改善

B:見直し・改善

A:継続



１　各種事業

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

7,730 7,960 8,180

8,344 7,944 11,499

2 地域包括支援センターの運営評価 - - - -

個別ケア会議の件
数に含む

個別ケア会議の件
数に含む

個別ケア会議の件
数に含む

32 68 21

98 98 72

45 40 47

3 おだわら地域包括ケア推進会議の開催 - - - - 感染症の影響により開催を見送った。 A:継続 感染症の状況を見ながら、開催の可否を検討する。

1 地域の医療・介護の資源の把握 - - - -
令和３年度開催予定の検討会に向け、参考データの収集を
行った。 A:継続

検討会を行い、現状把握や課題抽出の参考データとして活
用する。

2
在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策
の検討

- - - -
令和元3年度立ち上げに向け、調整を行った。

B:見直し・改善
検討会を行い、年2回開催し、分野別に検討を行う。令和６年
度中に全ての分野における協議を完了させる。

3 在宅医療・介護サービス情報発信事業 - - - -

令和２年度は31件の情報発信を行い、前年度から半減した。
発信内容は、新型コロナウイルス感染症予防対策に関する
情報が一番多く、次いで小田原医師会地域医療連携室から
の毎月の相談医の案内であった。令和元年度に最も多かっ
た研修案内は大幅に減少した。

A:継続
引き続き実施予定。医療・介護に係るものであれば、研修及
びイベント以外の様々な内容の発信をしていく。

4 在宅医療・介護連携ツールの作成 - - - -

ケアネットOHMYと１市３町が協力し、情報共有シートを作成
した。令和２年6月から運用中。 A:継続

運用から１年を経過した後に、実施状況の把握と見直しを行
う。

5 相談体制の充実 - - - -

小田原医師会地域連携室に相談窓口を設置し、機能維持・
強化のため、包括支援センターとの打合せ会を書面で開催
した。

B:見直し・改善

感染症予防対策を行い、打合せ会を対面方式で実施する。

620 640 150

495 485 91

- - 200

179 130 0

1,830 1,830 800

1,394 1,247 330

2 認知症地域支援推進事業 - - - -
キャラバン・メイト連絡会にて、認知症カフェを運営していくこ
とを決定した。

B:見直し・改善
キャラバン・メイト連絡会を１回から３回に増やし、キャラバン・メ
イトを中心に認知症カフェを開催していく。

13 14 5

5 4 4

4
認知症居場所づくり支援事業（認知症カ
フェ）

認知症カフェ（件） - - 1
令和３年2月から地域包括支援センターたちばなの圏域で、
認知症カフェが開催されるようになった。

A:継続

新規事業の立上げあり。その他キャラバン・メイトを中心に認
知症カフェを開催する予定もあり、今後も増える可能性があ
る。

25 26 20

20 19 6
- - 24

20 23 20

- - -

- - -

- - -

- - -

施
策
３

7 終活講座

1 認知症サポーター養成講座

成年後見制度利用支援事業6

施
策
４

3 認知症初期集中支援事業

5 高齢者成年後見制度利用支援事業

基本方針４　地域における高齢者支援体制の強化

施
策
１

A:継続 「議題３　地域包括支援センタ―の運営について」参照

施
策
２

第８期計画上の事業名

1 自立支援ケア会議の開催

2 個別ケア会議・圏域ケア会議の開催

検討ケース数（件）
感染症予防のため、会議回数を減らしつつ、オンライン会議
を導入した。

B:見直し・改善
オンライン会議を継続。対象を要介護１のケースに拡大し、軽
度認定者の自立支援・重度化防止につなげる。

1
「議題３　地域包括支援センタ―の運営について」参照

項目
（単位）

令和２年度の振り返り 評価 令和３年度の取組

引き続きWeb形式で実施するとともに、感染症予防対策を行
いながら、Webと対面方式のハイブリッド型で実施し、参加人
数を増やす。

6 多職種共同研修 研修会参加者数（人）

地域包括支援センター運営事業

感染症の影響により年３回の開催から１回に変更し、WEB会
議（Zoom）による方式で実施した。

成年後見制度が必要な方を適切に制度に繋げるため、成年
後見制度利用調整会議の質を高めていき、状況に応じて市
長申立てが実施できるよう庁内での連携を図っていく。

講座参加者数（人） 感染症の影響により開催中止。 B:見直し・改善
感染症予防対策（検温・消毒・人数制限）を行い、開催する方
向で検討する。

成年後見人等報酬助成件数
（件）

市長申立て審判請求件数に関しては、年間通じて成年後見
制度利用調整会議を行い、対象者に適した権利擁護支援の
あり方を多角的な視点から検討したほか、申立準備中に対
象者が亡くなってしまったこと等により、例年に比べ件数が大
幅に減った。

サポーター養成講座受講者
数（人）

感染症の影響により講座開催が中止になったため、講座の
開催が大幅に減少した。

B:見直し・改善 感染症の状況をみながら、オンライン開催も検討していく。

個別ケア会議検討ケース数
（件）

個別ケア会議は必要に応じて実施。圏域ケア会議は、感染
予防のため、ほぼ中止となった。

B:見直し・改善

個別ケア会議は、引き続き、必要に応じて実施。圏域ケア会
議はオンラインでは活発な議論につながりにくいことを踏ま
え、感染予防対策をとった開催方法を検討する。

相談件数（件）

B:見直し・改善

A:継続

認知症初期集中支援チーム
員によるケアマネジメント件数
（件）

感染症の影響により２回中止、２回書面会議となった。 A:継続

中核機関の相談件数

市民後見人研修受講者数
（人）

市長申立て審判請求件数
（件）

　　（R4年度新規）
※R2年度「小田原市成年後見制度利用促進指針」を策定。R3年度策定予定の「第４期小田原市地域福祉計画」の一部に基本的な考え
方や施策を位置づけ、具体的な取組を推進する。

引き続き、地域包括支援センターへの働きかけを行い、本事
業の活用を促し、認知症の方の早期発見・早期対応ができる
よう支援体制を整えていく。



１　各種事業

H30（2018） R1(2019) R2(2020）

見込 見込 見込

実績 実績 実績

- - 200

139 125 34

- - 120

112 85 87

447 452 472

447 434 411

3 認知症等高齢者SOSネットワーク事業 - - - -

（事業名を「認知症等高齢者SOSネットワーク事業に変更）
届出様式を捺印不要に変更した。令和２年度の登録者数は
126人(前年比６名減)であり、自粛の影響か、登録者数は減
少した。

A:継続
引き続き、本事業の目的や方針をより詳しく説明し、市民にも
協力を求めるようにする。

4 介護マーク普及事業 - - - - 広報誌で周知を行うことで認知度の向上に努めた。 A:継続
引き続き周知を行い家族介護者の介護負担の軽減に努め
る。

128 123 110

111 89 72

30,000 29,000 18,240

17,385 15,229 13,738

97.0 97.0 0

96.0 95.8 0

30 30 15

15 11 8

4,300 4,500 2,400

2,957 2,717 2,228

5
地域住民主体の支え合い活動に対する支
援

- - - -

感染症対策を講じながら、各地区での生活応援隊事業や見
守り活動等が行われた。サロン活動については、感染症の影
響により開催回数減少。

A:継続

集合形式での活動が安心して開催されるよう、感染症予防対
策に関する理解を促し、支え合い活動の更なる活性化を図
る。

6 居住支援関連情報の提供 - - - -
庁内関係課へ対し、県及び県居住支援協議会からの情報提
供を行った。

A:継続
引き続き情報提供及び課題の整理のため関連課で連携を図
る。

7 民間事業者等の協力体制の整備 - - - -
協定先から年間３件の連絡があり、地区の民生委員等と協力
し速やかに安否確認を行った。

A:継続
協定先から通報があった場合には、地区の民生委員等と協
力し、速やかに対応を行う。

8
在宅要配慮者に対する災害時支援体制の
構築

- - - -

災害時の避難を事前に定めておく個別避難計画の作成を市
内８つの自主防災組織で先行的に実施した。感染症により
困難であったが、一部で計画が策定できた。

A:継続

災害対策基本法の改正により、個別避難計画の作成が努力
義務化されたため、必要な体制について関係機関と調整を進
めていく。

120 120 100

0 177 0

2 養護老人ホーム入所判定事業 - - - - 令和2年11月に入所判定委員会を開催した。 A:継続 必要に応じて、入所判定会議を行う。

3 老人ホーム入所等措置事業 - - - -
令和2年12月以降、１人について養護老人ホームに措置入
所することとなった。

A:継続 必要に応じて、適切に措置の判断を行う。

4 緊急一時入所事業 - - - - 利用なし。 A:継続 必要に応じて、高齢者の安全を最優先し対応していく。

施
策
６

施
策
７

2 家族介護用品支給事業

2 高齢者救急要請カード配付事業

4 福祉タクシー利用助成事業

施
策
５

1 高齢者虐待防止ネットワーク事業

1

支給商品のラインナップの見直しを検討する。

配食実人数（人）

配食数（食）

配食実績は年々減少している。要因のひとつとして、民間の
高齢者向けの配食サービスの多様化があると考えられる。

A:継続
引き続き周知を行い、サービスを必要とする高齢者の利用に
つなげる。

教室参加人数（人）

交流会参加人数（人）

3 独居老人等緊急通報システム事業 システム設置台数（台） 新規１件。施設入所等による撤去４件。 A:継続

事業周知継続。なお近年のホームセキュリティ、見守りサービ
ス、携帯電話等の普及により、市民の選択肢が広がっている
可能性あり。

新規対象者配付率（％）

研修会の参加人数（人） 感染症の影響により開催中止。 A:継続
オンライン開催も含め、感染症予防対策（検温・消毒・人数制
限）を行い、実施する方向で検討する。

利用台数（台）
利用台数減少。感染症拡大による外出自粛、医療機関への
受診控え等の影響と推測される。

A:継続

在宅生活を支える移動支援として、市広報、ホームページ、
認定結果通知に同封する案内文、窓口配架の情報冊子等で
事業の周知を継続。

第８期計画上の事業名
項目
（単位）

令和２年度の振り返り 評価 令和３年度の取組

感染予防のため民生委員による訪問配付は中止し、希望者
へ窓口または郵送で都度対応。

A:継続 民生委員による訪問配付を再開。

B:見直し・改善
教室、交流会ともに感染症予防対策を行いながら、Webと対
面方式のハイブリッド型で実施し、参加人数を増やしていく。

支給延べ人数（人）
２回目の支給では今後通知不要届を提出している方には申
請様式を送付しなかったため、支給率を上げることができた。

B:見直し・改善

1 家族介護教室開催事業

・教室：感染症の影響により第１回から３回、第８回から10回
は中止。
・交流会：感染症の影響により４月～６月は中止。11月よりオ
ンライン開催開始。１月～３月はオンラインのみの開催。

食の自立支援事業（任意事業）











































































































































































































































































資料７

介護保険事業所の新規指定等について

１．居宅介護支援事業所の新規指定

no 法人名 代表者名 事業所名 事業所所在地 サービス種類 指定年月日

1 株式会社　イーエム 一寸木　繁廣 エムズプラン 神奈川県小田原市久野33-2-2F 居宅介護支援 令和３年３月１日

２．地域密着型サービス事業所の新規指定

no 法人名 代表者名 事業所名 事業所所在地 サービス種類 指定年月日

1 株式会社　パーソンライフ 鳥海　忠明 認知症リハビリテーション　ぱーそんらいふ　久野 神奈川県小田原市久野857-1
（介護予防）

認知症対応型通所介護
令和３年３月１日

2 有限会社　前田介護相談所 前田　程一 小規模多機能型居宅介護　はまちょう 神奈川県小田原市浜町1-10-42
（介護予防）

小規模多機能型居宅介護
令和３年３月１日

3 湘南乃えん　株式会社 小林　由憲 西湘デイサービス　えん 神奈川県小田原市飯泉1070-1 地域密着型通所介護 令和３年６月１日

３．介護予防・日常生活支援総合事業事業所の新規指定

no 法人名 代表者名 事業所名 事業所所在地 サービス種類 指定年月日

1 株式会社　イーエム 一寸木　繁廣 エムズサポート 神奈川県小田原市久野33-2-2F
国基準訪問型サービス

基準緩和訪問型サービス
令和３年５月１日

2 湘南乃えん　株式会社 小林　由憲 西湘デイサービス　えん 神奈川県小田原市飯泉1070-1 国基準通所型サービス 令和３年７月１日（予定）
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